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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第88期 第89期 第90期 第91期 第92期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 3,615 3,434 3,609 3,668 2,935

経常利益（百万円） 95 82 73 97 6

当期純利益（百万円） 29 23 44 28 1

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円）
－ － － － －

資本金（百万円） 575 575 575 575 575

発行済株式総数（千株） 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000

純資産額（百万円） 1,058 1,081 1,125 1,153 1,155

総資産額（百万円） 2,362 2,291 2,469 2,283 2,015

１株当たり純資産額（円） 81.44 83.20 86.64 88.80 88.92

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

(円)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益金額

（円）
2.24 1.77 3.44 2.16 0.12

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 44.8 47.2 45.6 50.5 57.3

自己資本利益率（％） 2.8 2.1 4.0 2.4 0.1

株価収益率（倍） 80.7 100.4 37.8 41.7 553.9

配当性向（％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
209 130 152 149 53

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△22 △283 △173 △107 △352

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
92 25 24 △107 113

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
487 360 363 298 113

従業員数

［ほか、平均臨時雇用者数］

（名）

38

[27]

48

[25]

52

[16]

55

[18]

56

[18]

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社には関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２【沿革】

明治45年４月 寺田利吉が紡績業を個人創業。

大正５年10月 株式会社寺田紡績工廠に改組。

EDINET提出書類

寺田紡績株式会社(E00546)

有価証券報告書

 2/51



昭和18年４月 企業整備により解散。

昭和18年12月 資本金500万円にて寺田工業株式会社を設立し、石綿加工業を開始。

昭和20年12月 特殊紡績に転換。

昭和21年４月 商号を寺田紡績株式会社に変更。

昭和22年12月 紡績復元令により綿紡績を開始。

昭和34年７月 大阪証券市場における店頭売買承認銘柄となる。

昭和36年10月 大阪証券取引所の市場第二部に上場。

昭和43年８月 ニチボー株式会社（現ユニチカ株式会社）の系列となる。

昭和46年11月 化成部門を設立し、化成品の加工・販売を開始。

昭和48年４月 東京営業所を設置。

昭和55年６月 製品部門を設立し、タオル関連の販売を開始。

平成４年４月 紡績糸の市販からの撤退に伴い、紡績部門を大幅縮小させ製品部門に統合。

平成７年３月 製品部門のうち紡績糸製造から撤退。 
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社、親会社ユニチカ㈱、親会社の子会社ユニチカテキスタイル㈱、ユニチカ通商㈱、タイナイロン、

ユニチカビジネスサービス㈱、ユニチカガ－メンテック㈱、ユニチカロジスティクス㈱及び㈱コソフで構成され、繊維

事業並びに化成事業の製造販売を主な内容とする事業活動を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次のとおりであります。

化成部門…………ユニチカ㈱、ユニチカ通商㈱、タイナイロン及び㈱コソフから原料樹脂を仕入れています。また、

ユニチカ㈱、ユニチカ通商㈱及びタイナイロンヘコンパウンドの加工販売、㈱コソフへプラス

チックの成形加工を行っています。ユニチカロジスティクス㈱から物流業務の提供を受けていま

す。

製品部門…………ユニチカテキスタイル㈱から紡績糸を仕入れています。

その他の事業……商品の保管及び管理、駐車場の経営及び不動産の賃貸を行っています。ユニチカビジネスサービ

ス㈱から受託業務の提供を受け、またユニチカ㈱及びユニチカガ－メンテック㈱へ不動産の賃貸

を行っています。

　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の所有又
は被所有割合

（％）
関係内容

（親会社）

ユニチカ株式会社

大阪市

中央区
23,798

繊維等の製造加

工販売

被所有

77.0

(3.6)

原料樹脂の購入及びコンパウンドの

加工販売をしております。

役員の兼任あり。

　（注）１．議決権の被所有割合の（　）は、間接所有の割合を内数で記載しております。

２．有価証券報告書の提出会社であります。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成21年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

56（18）　 44歳　　８ヶ月 10年　  １ヶ月 4,226

　（注）１．従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２．従業員数欄の（　）は、臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で記載しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(2）労働組合の状況

　当社には、寺田紡績労働組合が組織されており、ＵＩゼンセン同盟に加盟しております。

　なお、労使関係については平穏で特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度のわが国経済は、９月よりの国際金融資本市場の不安増長による海外経済の減速に引きずられ、輸出は

大幅に減少、企業収益の悪化幅は拡大し、雇用、所得環境が厳しさを増す中で、個人消費も低迷している状況です。原

油価格は反転下落しましたが、今まで景気を牽引してきた自動車・電機業界までもが大きく失速し、当社にも厳し

い経営環境となりました。このような情勢のもとで、当社は「エコロジー（環境）」を事業の中心テーマとして、各

種ビジネスチャンスに対して積極的に挑戦し、全分野での効率化と合理化に精力的に取組んでまいりました。　　

　以上の結果、当事業年度の売上高は2,935百万円（前年同期比20.0％減、化成品事業の一部取引見直し等による減少

あり。）、売上総利益は381百万円（前年同期比19.4％減）、営業損失は８百万円（前年同期は100百万円の利益、当事

業年度は内部統制構築等の費用増加あり。）となりましたが、操業補償等により経常利益は６百万円（前年同期比

93.5％減）、当期純利益は１百万円（前年同期比94.4％減）となりました。　

　主要な部門別の営業の概況は次のとおりであります。

（化成部門）

　わが国の成形用ナイロン樹脂の生産量（平成20年４月～平成21年３月）は９月からの急激な景気後退の影響を受

け、前年比約16％減となっています。この厳しい状況の中、当社のナイロンを中心とするリサイクル樹脂事業はリサ

イクル促進という社会環境のもと小幅の悪化に止まりました。一方、ユニチカグループからの加工受託事業につい

ては12月以降大幅に悪化し、設備・技術関係の改善により品質、生産性の向上を図ってまいりましたが、収益面の低

下を補えませんでした。

　その結果、売上高は収益性重視の一部見直しや景気後退の影響を受け、2,362百万円（前年同期比22.8％減）、営業

利益は9百万円（前年同期比90.1％減）となりました。

（製品部門）

　国内タオル産業は、量販店やギフト業界での需要減退傾向が続く厳しい環境下にあります。こうした中、当社は長

年蓄積した高い技術力を活かして、お茶染め商品をはじめとする「自然、環境、安全」に配慮した高品質、高付加価

値商品に特化してまいりましたが、業界全体の減退傾向から脱しきれず、売上高は561百万円（前年同期比6.0％

減）、営業損失は３百万円（前年同期は１百万円の利益）となりました。

（その他の事業）

　売上高11百万円と前期とほぼ同じでしたが、内部統制構築費等の費用増加があり、営業損失は14百万円（前年同期

は３百万円の利益）となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前当期純利益、減価償却費及び長期借

入金の調達による収入要因がある一方、仕入債務の減少及び有形固定資産の取得や借入金の約定返済による支出要

因の結果、前事業年度末に比べ185百万円（同62.0％）減少し、当事業年度末には113百万円となりました。

　なお、当事業年度中おける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べ95百万円（同64.1％）減少し、53百万円となりました。これは主に

減価償却費97百万円の計上及び売上債権の減少425百万円による増加と、諸引当金40百万円、仕入債務315百万円の

減少、たな卸資産32百万円の増加及び法人税等の支払49百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ244百万円（同228.6％）増加し、352百万円となりました。

これは主に有形固定資産取得による支出48百万円と、預け金300百万円の増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、113百万円（前年同期は107百万円の使用）となりました。

これは主に長期借入金200百万円を調達する一方で、借入金の約定返済が85百万円進捗した結果による収入等によ

るものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当事業年度の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 生産高（千円） 前年同期比（％）

化成部門 2,015,303 △21.2

合計 2,015,303 △21.2

（注）１．金額は、製造原価によっております。

２．製品部門においては、自社で生産すべき受注が無いため、生産を行っておりません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

当事業年度の商品仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 仕入高（千円） 前年同期比（％）

化成部門 204,886 △29.9

製品部門 429,605 △9.4

合計 634,492 △17.2

（注）１．金額は、仕入価格によっております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

当事業年度の受注状況実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
受注高 受注残高

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円） 前年同期比（％）

化成部門 2,124,311 △22.1 － －

合計 2,124,311 △22.1 － －

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．他社からの購入品については除外しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

当事業年度における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 販売高（千円） 前年同期比（％）

化成部門 2,362,898 △22.8

製品部門 561,354 △6.0

その他の事業 11,262 △3.3

合計 2,935,514 △20.0

（注）１．最近２事業年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとお

りであります。

相手先
前事業年度 当事業年度

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

ユニチカ㈱ 1,930,832 52.6 1,409,510 48.0

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　今後、当社は更なる収益の拡大を目指して積極的に事業拡大し、信頼される会社の実現に全力を傾注いたす所存であ

ります。

１．事業の強化拡大の推進

　化成部門については、リサイクル樹脂事業において、既存自動車や電機業界での需要減退を新品種の拡大で補い、他

方ユニチカ㈱との連携による受託事業において、５Ｓ活動をベースにした品質、収率の向上を図り、原料・製品の保

管、製品出荷業務を業容に加えて拡大を目指します。

２．財務体質のよりレベルの高い健全性の実現

　財務体質については、更にレベルアップのため、常に努力を傾注してまいります。

　即ちキャッシュ・フロー重視の経営を堅持しつつ、常に収益の上積みを目標として、リスク軽減にも十分な配慮を

行ってまいります。

３．社員の行動目標

　　・（責任断行）全員が当事者意識をもち、責任をもって方針を決め、責任をもって断行する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　・（計画・目標の達成）予算、中期計画など約束したことは達成する。

　・（スピード対処）すべてに納期を決め、スピーディーに対処する。

　以上を実行・実現し、収益レベルの強化拡大を図るとともに、財務体質を更に強化し、配当可能利益を確保し復配　　

への筋道を確立すべく努めてまいります。

　また、目標とする経営指数はＲＯＡ５％以上（事業利益÷総資産×100）を目指して取組んでおります。

（注）事業利益＝営業利益＋受取利息・受取配当金

　　　総資産＝（期首総資産＋期末総資産）÷２

４【事業等のリスク】

　当社の経営成績及び財政状態等（株価等含む）について影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のものがあ

ります。なお、文中の将来に関する事項は、当有価証券報告書提出日（平成21年６月30日）現在において当社が判断し

たものであります。

(1）特定の取引先への依存

　当社化成部門の自家工場の生産数量に占めるユニチカ㈱の比率は62.2％であり、外注加工を含めた同社に対する売

上高比率は、当該部門で59.6％であります。また、ユニチカ㈱及び同社関連会社に対する当社製品部門を含めた全社

の売上高比率は49.2％になっております。

　今後も化成部門では当社独自のリサイクル事業を核としつつ、ユニチカ㈱との樹脂事業の連携強化を図る所存で

あり、双方のシナジー効果を高めていきます。

　なお、同社は当社の親会社であり、当社株式を議決権比率で73.4％直接所有しております。

(2）原料樹脂の価格動向と需給バランス

　当社独自のリサイクル樹脂事業の原料も、関連する原油、原料ナフサ等の市場価格の動向や需給バランスにより、

原価上昇と生産調整などを余儀なくされる場合が想定され、経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性があり

ます。

(3）為替レート変動の影響

　当社は商品の輸入取引を直接行っておりますが、その際の為替リスクは当社負担となっているため、為替レートの

変動が仕入単価の変動を招き、経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性があります。

(4）自然災害・事故等の影響

　自然災害・事故の発生あるいは偶発事象の発生の結果、経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　当事業年度の研究開発活動は、多様化する顧客ニーズに応えられる新製品の開発や既存商品の新規用途開発に取組

んでおります。

　当事業年度における研究開発費の総額は８百万円であります。

（化成部門）

　樹脂リサイクル事業の拡大などのため、取扱樹脂の多様化、樹脂の組成開発、加工技術開発に取組んでおります。研究

開発費の金額は４百万円であります。

（製品部門）

　竹繊維、カテキン、漢方等のもつ機能を活用した新規素材、新規用途の研究開発を行っております。研究開発費の金額

は３百万円であります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当有価証券報告書提出日（平成21年６月30日）現在において当社が判断したものであ

ります。

(1）財政状態及びキャッシュ・フロー

　総資産は、たな卸資産32百万円、預け金300百万円、未収入金38百万円とそれぞれ増加し、現金及び預金185百万円及

び売上債権426百万円の減少、設備投資64百万円と減価償却95百万円等による有形固定資産31百万円の減少等に

よって、前期末に比べ267百万円減少し、2,015百万円となりました。また、負債は、借入金114百万円増加し、仕入債務

308百万円、未払法人税等28百万円、賞与引当金14百万円、退職給付引当金28百万円の減少等によって、前事業年度末

に比べ269百万円減少して、860百万円となりました。純資産につきましては、当期純利益を1百万円計上したことに

より、1,155百万円となりました。

(2）経営成績

　化成部門は原油価格が反転下落したものの、自動車・電機業界が失速した中で、リサイクル樹脂事業は小幅の悪化

に止まりましたが、樹脂加工受託事業は大幅に悪化し、減収、減益となりました。製品部門は、量販店及びギフト業界

での需要減退が続き、お茶染め商品をはじめとする高品質、高付加価値商品に特化するも減収、減益となりました。

以上の結果、当事業年度の業績は売上高2,935百万円（前年同期比20.0%減）、当期純利益１百万円（前年同期比

94.4%減）と減収減益となりました。

　翌事業年度につきましては、自動車・電機業界の不振が長期化の様相です。そのため、化成部門では、樹脂受託加工

の回復が遅れ、リサイクル樹脂事業の需要減速が予測されます。また、製品部門では、事業構造の見直しや一層の集

中と選択に努めます。

　なお、詳細は「第２　事業の状況　１業績等の概要」をご参照ください。あわせて「３対処すべき課題」、「４事業

等のリスク」をご参照下さい。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資は、主として化成部門の工場環境の改善に伴う投資と生産設備の更新、品質向上に対応する設

備投資を実施しております。

　当事業年度の設備投資額は65百万円であります。

(1）化成部門の生産設備の更新、品質向上等の投資

　設備投資金額はソフトウエアを含めて59百万円であります。

(2）製品部門の業務効率向上の投資

　設備投資金額はソフトウェアを含めて1百万円であります。

(3）管理部門の施設修復等の投資

　設備投資金額はソフトウェアを含めて5百万円であります。

２【主要な設備の状況】

平成21年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門等の内容
及び設備の内容

帳簿価額（千円）

従業員数
（名）建物及び

構築物

機械装置
及び車両
運搬具

工具・器
具及び備
品

土地
（面積㎡）

リース資産 合計

本社工場

（大阪府

　貝塚市）

化成部門

樹脂製造設備他
140,435 268,386 4,991

4,905

(15,461)
6,272 424,991

38

(7)

製品部門

タオル加工設備他
24,933 1,854 1,722

2,641

(8,362)
－ 31,151

5

(5)

本社

（大阪府

　貝塚市）

全社的管理業務

販売業務
11,743 942 8,274 － 5,824 26,785

10

(5)

社宅

（大阪府

　貝塚市）

厚生施設

その他の事業
53,253 － －

67,775

(1,120)
－ 121,028

－

(-)

　（注）１．上記中の（　）は、臨時従業員を外数で記載しております。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年3月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年6月30日）

上場金融商品
取引所名又は
登録認可金融
商品取引業協
会名

内容

普通株式 13,000,000 13,000,000
大阪証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式で

あり、単元株式数は1,000株で

あります。

計 13,000,000 13,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成15年４月29日

（注）
3,000 13,000 75,000 575,000 75,000 125,263

　（注）　第三者割当　　　　 3,000千株

　　　　　　　　　　発行価格　　50円

　　　　　　　　　　資本組入額　25円

　　　　　　割当先　　　ユニチカ㈱

（５）【所有者別状況】

　 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 2 7 46 － － 768 823 －

所有株式数（単元） － 40 49 10,465 － － 2,409 12,963 37,000

所有株式数の割合

（％）
－ 0.31 0.38 80.73 － － 18.58 100 －

　（注）１．自己株式10,257株は、「個人その他」に10単元、「単元未満株式の状況」に257株含まれております。

２．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が3単元含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ユニチカ株式会社 大阪市中央区久太郎町４丁目１－３ 9,509 73.14

山忠棉業株式会社 大阪府貝塚市二色南町８－１ 140 1.07

法師人　広行 栃木県真岡市 140 1.07

大江　義雄 堺市東区 130 1.00

株式会社ケン・エレクトロニ

クス
神奈川県座間市栗原中央１丁目３４－２ 106 0.81

安村　直臣 山口県下関市 97 0.74

石原　昌 埼玉県上尾市 79 0.60

ユニチカビジネスサービス株

式会社
大阪市中央区久太郎町４丁目１－３ 76 0.58

石田　春久 兵庫県芦屋市 59 0.45

宝天大同 神戸市北区山田町下谷上字箕谷３－１ 58 0.44

計 － 10,395 79.96
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　10,000
－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式　12,953,000 12,950 同上

単元未満株式 普通株式　　　37,000　　 － －

発行済株式総数 13,000,000 － －

総株主の議決権 － 12,950 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄に証券保管振替機構名義の株式にかかる議決権の数は含めておりません。なお、当該株式

に係る議決権の数は3個であります。

②【自己株式等】

　 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

寺田紡績株式会社
大阪府貝塚市津田

南町28番55号
10,000 － 10,000 0.08

計 － 10,000 － 10,000 0.08

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,785 125,245

当期間における取得自己株式 － －

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による受渡）
－ － － －

保有自己株式数 10,257 － 10,257 －

　（注）　当期間における保有自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　会社の経営基盤と財務体質の強化により、確たる収益を実現して株主に対する利益還元責任を果すことが経営の極

めて重要な課題であると認識しております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。 

　遺憾ながら当期も無配とさせて頂きますが、継続的配当が可能な収益基盤の確立に最大限の努力を傾注してまいり

ます。そして株主の皆様のご理解とご支援に一刻も早くお応えしたいと考えております。

　また内部保留資金につきましては、経営の基盤強化等の為、有効に活用する所存であります。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第88期 第89期 第90期 第91期 第92期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 276 272 199 150 97

最低（円） 110 136 118 62 41

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 81 72 63 64 60 78

最低（円） 65 60 55 55 43 41

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

取締役社長 代表取締役 影山　雅夫 昭和23年2月28日

平成14年４月 ユニチカ株式会社執行役員就任

平成16年４月 同社常務執行役員就任

平成17年６月 同社取締役就任 

平成18年６月 同社取締役上席執行役員就任

平成20年６月 当社代表取締役社長就任（現）

(注)３ 3

取締役 － 大濱　二三夫 昭和24年２月10日 

平成16年３月 ユニチカ株式会社執行役員就任、

樹脂事業本部長

平成16年６月 当社取締役就任（現）

平成19年６月 ユニチカ株式会社取締役上席執行

役員就任、樹脂事業本部長（現）

(注)３ －

取締役 － 村上　正利 昭昭和23年１月６日

平成15年４月 ユニチカ株式会社執行役員就任、

経理部長

平成17年４月 同社常務執行役員就任、企画管理

本部長

平成17年６月 当社監査役就任

平成18年６月 ユニチカ株式会社取締役上席執行

役員就任、企画管理本部長

平成21年１月 ユニチカ株式会社取締役上席執行

役員、管理本部長（現）

平成21年６月 当社取締役就任（現）

(注)４ －

監査役 常勤 吉原　寛 昭和27年３月17日
平成16年４月 ユニチカ株式会社樹脂営業部部長

平成21年６月 当社常勤監査役就任（現）
(注)６ －

監査役 － 永田　直彦 昭和28年３月２日

平成19年６月 当社監査役就任（現）

平成20年12月 ユニチカ株式会社樹脂生産開発部

部長（現）

(注)５ －

監査役 － 羽床　孔一 昭和33年９月７日

平成20年12月 ユニチカ株式会社樹脂事業管理室

室長（現）

平成21年６月 当社監査役就任（現）

(注)６ －

監査役 － 逢坂　和雄 昭和22年９月20日
平成20年７月 ユニチカ株式会社ＣＳＲ室室長

平成21年６月 当社監査役就任（現）
(注)６ －

　 　 　 　 計 　 3

　（注）１．取締役大濱二三夫及び村上正利は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役吉原寛、永田直彦、羽床孔一及び逢坂和雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

４．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、コンプライアンス意識の高揚とコーポレート・ガバナンスの充実の実現を経営上の重要課題と位置付けて、

監査役制度の強化や内部統制システム等の拡充を実施することにより、お客様や社会の信頼を確保し、株主のみなさ

まをはじめとする利害関係者に責任を果せるものと考えております。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

ａ．会社機関の内容

　ガバナンスの体制
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イ．取締役会

　取締役会は、法令で定められた事項や経営の重要事項の決定並びに業務執行の状況を監督する機関と位置

付けております。取締役会は月１回の定時取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催しております。

　取締役３名のうち２名は社外取締役であります。またＩＳＯ９００１やＩＳＯ１４００１の取得により生

産品質・環境システム等の充実を図り、ユーザーの皆様やあらゆる当社の関係者の信頼を確保すべく努めて

おります。

ロ．監査役及び監査役会

　監査体制につきましては、監査役制度を採用しており、社外から監査役４名を招聘し、取締役の職務執行な

らびに会社財産の状況について監査を実施しており監査役制度の充実、強化を図っております。

ハ．監査室

　内部監査の実施部署である監査室（２名）は、法令順守をはじめ業務管理や業務手続の妥当性について監

査を行っております。それとともに監査室は、監査の計画・実施・結果について監査役に報告し、必要な場合

は連携し対処する体制にあります。

ニ．各事業部門

　当社の業務執行機関として、化成営業部、製品営業部、生産技術部、管理部があります。化成営業部、製品営業

部、生産技術部では管理会計上の実績、今後の課題等を検討する各種会議を月次で実施しており、オブザー

バーとして取締役、監査役、管理部が必要に応じて出席しております。一方、企業活動の全般において、社会的

使命を果す基本的な方針として、「寺田紡績行動憲章（ユニチカグループ行動憲章）」を制定し、事業活動

において守らなければならない事項を「行動基準」として定めております。さらに「社員の行動目標」を掲

げ、従業員に対して、その実践と周知徹底を図っております。 

ｂ．内部統制システムの整備状況・リスク管理体制の整備状況

　内部監査の部署を設置し、法令遵守をはじめ管理や業務手続の妥当性を含め、継続的に監査を実施しており

ます。また監査室が各部署を定期的に監査することで、リスク発生の防止やリスクの所在を早期に発見し、業

務執行責任者である社長に報告できる体制を整備しております。さらには監査役、管理部との連携によるリ

スク所在の早期発見に努めております。

ｃ．内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

イ．監査室と監査役の監査による内部統制

　内部監査及び監査役監査は前述のとおりです。

ロ．会計監査の状況

　会　　計　　監　　査　　人：監査法人トーマツ　

　業務を執行した公認会計士名：指定社員　業務執行社員　中山　紀昭（継続監査年数２年）

　　　　　　　　　　　　　　：指定社員　業務執行社員　伊東　昌一（継続監査年数１年）

　監査業務に係る補助者　　　：公認会計士２名　会計士補等８名

　監査室、監査役、会計監査人の連携につきましては、必要に応じて随時情報交換できる体制にあります。ま

た、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社間には特別な利害関係はありませ

ん。

ｄ．その他

区　分 支給人員（名） 金　額（千円）

取締役報酬額 ２ 14,480

監査役報酬額 １ 11,031

合計報酬額 ３ 25,511

（注）１．株主総会の決議による報酬限度額は、取締役月額3,500千円、監査役月額1,000千円。

（昭和57年６月29日定時株主総会決議）

２．期末日現在の取締役の人数は３名、監査役の人数は４名であります。報酬には当事業年度中に退任し

た取締役１名の報酬3,810千円を含んでおります。また、社外取締役及び社外監査役３名には報酬を支

給しておりません。

３．監査役に対する支給額のうち、社外監査役に対する支払額は11,031千円であります。
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②会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社の社外取締役及び社外監査役は、当社のその他の取締役、監査役との人的関係は無く、当社との間に利害関

係は有しておりません。

　ただし、当社の社外取締役及び社外監査役は、当社の親会社ユニチカ㈱の取締役、従業員及び出身者であり、当社

とは営業取引関係、当社への出資による資本関係があります。

(3）コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

　当社では、当期中において取締役会を14回開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項、その他の重要な業務執行

を決定するとともに各部署の業務執行の状況を監督いたしました。さらに常勤の取締役、監査役、営業部長ほか５人の

使用人で構成する役員連絡会議を月１回実施し、経営に関する重要事項を協議いたしました。一方監査役会は当期中

において5回開催され、監査方針及び監査計画を協議決定するとともに監査役は重要な会議への出席、業務及び財産の

状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令や定款への遵法性について監査いたしました。また監査室につきましても

随時、業務監査を実施いたしました。

　投資家向けの情報開示につきましては、事業報告書、中間事業報告書を充実する一方、当該情報や各種リリース情報

については速やかにホームページに掲載するなどＩＲ情報の充実を図っております。

(4）取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

(5）取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その

議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議については累積投票によらない旨定

款に定めております。

(6）株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使できる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会

の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

(7）株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

　①自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得すること

ができる旨定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策等を遂行することを目的と

しております。

　②中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により毎年９月30日を基準日として、取締役会の決議によって、中間配当を行う

ことができる旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

－ － 15,500 5,216

－ － 15,500 5,216

②【その他重要な報酬の内容】

　当社は、重要と判断される事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、内部統制構築及び財務

報告に係る内部統制に関する助言・指導業務であります。

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は決めておりません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日

まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツによ

り監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 298,825 113,467

受取手形 166,770 107,564

売掛金 ※2
 725,189

※2
 357,448

商品 159,758 －

製品 78,210 －

商品及び製品 － 241,184

原材料 80,252 －

貯蔵品 4,202 －

原材料及び貯蔵品 － 113,408

前渡金 － 7,712

前払費用 8,320 10,055

繰延税金資産 33,796 15,201

未収入金 2,841 41,034

預け金 － 300,000

その他 2,022 610

貸倒引当金 △500 △500

流動資産合計 1,559,689 1,307,188

固定資産

有形固定資産

建物 627,263 630,174

減価償却累計額 △393,787 △405,145

建物（純額） 233,475 225,029

構築物 36,670 36,670

減価償却累計額 △30,469 △31,334

構築物（純額） 6,201 5,336

機械及び装置 1,104,783 1,140,189

減価償却累計額 △798,282 △870,048

機械及び装置（純額） 306,500 270,141

車両運搬具 8,736 5,940

減価償却累計額 △7,147 △4,898

車両運搬具（純額） 1,588 1,041

工具、器具及び備品 71,517 73,062

減価償却累計額 △58,537 △57,933

工具、器具及び備品（純額） 12,980 15,129

土地 75,322 75,322

リース資産 － 12,960

減価償却累計額 － △864

リース資産（純額） － 12,096

有形固定資産合計 ※1
 636,069

※1
 604,097

無形固定資産

ソフトウエア 3,820 3,335

電話加入権 246 246

無形固定資産合計 4,066 3,581
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 － 3,000

出資金 3,600 600

従業員に対する長期貸付金 2,210 5,600

破産更生債権等 － 1,897

繰延税金資産 76,447 91,241

その他 1,481 281

貸倒引当金 － △1,897

投資その他の資産合計 83,738 100,722

固定資産合計 723,873 708,401

資産合計 2,283,562 2,015,589

負債の部

流動負債

支払手形 164,219 157,801

買掛金 ※2
 412,255

※2
 110,650

短期借入金 ※1
 70,000

※1
 70,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 85,872

※1
 102,514

リース債務 － 2,721

未払金 33,001 31,517

未払費用 7,156 5,259

未払法人税等 30,000 1,602

未払消費税等 14,035 －

前受金 1,051 26

預り金 6,487 5,286

賞与引当金 21,501 7,044

設備関係支払手形 5,586 9,338

設備関係未払金 2,655 1,248

流動負債合計 853,823 505,010

固定負債

長期借入金 ※1
 100,912

※1
 198,398

リース債務 － 10,038

退職給付引当金 175,166 147,035

固定負債合計 276,078 355,471

負債合計 1,129,901 860,482
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 575,000 575,000

資本剰余金

資本準備金 125,263 125,263

資本剰余金合計 125,263 125,263

利益剰余金

利益準備金 12,000 12,000

その他利益剰余金

別途積立金 110,000 110,000

繰越利益剰余金 332,480 334,051

利益剰余金合計 454,480 456,051

自己株式 △1,082 △1,207

株主資本合計 1,153,660 1,155,107

純資産合計 1,153,660 1,155,107

負債純資産合計 2,283,562 2,015,589
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

製品売上高 ※4
 2,728,579

※4
 2,124,311

商品売上高 ※4
 928,147

※4
 799,940

その他の事業収益 ※4
 11,651

※4
 11,262

売上高合計 3,668,378 2,935,514

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 76,512 78,210

当期製品製造原価 ※2、※4
 2,556,105

※2、※4
 2,015,303

製品他勘定振替高 ※1
 119,541

※1
 94,305

製品期末たな卸高 78,210 86,687

製品売上原価 2,434,866 1,912,520

商品売上原価

商品期首たな卸高 187,955 159,758

当期商品仕入高 ※4
 766,107

※4
 634,492

商品他勘定振替高 ※1
 36,600

※1
 162

商品期末たな卸高 159,758 154,496

商品売上原価 757,704 639,591

その他の事業原価 2,032 1,569

売上原価合計 3,194,603 2,553,680

売上総利益 473,775 381,833

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 69,706 70,094

旅費及び交通費 16,197 16,392

報酬及び給料手当 153,278 156,008

賞与引当金繰入額 8,186 2,832

退職給付引当金繰入額 5,491 8,555

租税公課 8,596 7,817

減価償却費 11,397 11,913

その他 100,648 116,673

販売費及び一般管理費合計 ※2
 373,502

※2
 390,288

営業利益又は営業損失（△） 100,273 △8,454

営業外収益

受取利息 2,901 2,638

受取配当金 94 139

仕入割引 59 764

受取施設利用料 696 619

受取補償金 － 16,250

債務勘定整理益 － 3,837

雑収入 1,391 707

営業外収益合計 5,141 24,957
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業外費用

支払利息 5,963 4,425

手形売却損 1,399 1,496

貸倒引当金繰入額 － 1,897

雑損失 337 2,362

営業外費用合計 7,699 10,181

経常利益 97,714 6,321

特別損失

固定資産除却損 ※3
 250

※3
 －

たな卸資産評価損 47,452 －

その他 706 －

特別損失合計 48,409 －

税引前当期純利益 49,304 6,321

法人税、住民税及び事業税 42,196 950

法人税等調整額 △20,956 3,800

法人税等合計 21,239 4,750

当期純利益 28,065 1,571
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【製造原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　
当事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分 注記番号 金額（千円）
構成比
（％）

注記番号 金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　原材料費 　  1,920,153 75.1 　  1,449,013 71.9

Ⅱ　労務費 　  219,082 8.6 　  213,211 10.6

（賞与引当金繰入額） 　 (13,239)   　 (4,192)   

（退職給付引当金繰入額） 　 (9,202)   　 (10,886)   

Ⅲ　経費 　    　    

１．電力費 　 47,330   　 47,612   

２．減価償却費 　 97,745   　 84,969   

３．外注加工費 　 186,608   　 134,440   

４．その他 　 85,184 416,869 16.3 　 86,054 353,077 17.5

当期製品製造原価 ※２、※４　  2,556,105 100.0 ※２、※４　  2,015,303 100.0

　 　    　    

　（注）　原価計算の方法は、製品別実際総合原価計算（加工費等級別）であります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 575,000 575,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 575,000 575,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 125,263 125,263

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 125,263 125,263

資本剰余金合計

前期末残高 125,263 125,263

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 125,263 125,263

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 12,000 12,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,000 12,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 110,000 110,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 110,000 110,000

繰越利益剰余金

前期末残高 304,415 332,480

当期変動額

当期純利益 28,065 1,571

当期変動額合計 28,065 1,571

当期末残高 332,480 334,051

利益剰余金合計

前期末残高 426,415 454,480

当期変動額

当期純利益 28,065 1,571

当期変動額合計 28,065 1,571

当期末残高 454,480 456,051
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

自己株式

前期末残高 △942 △1,082

当期変動額

自己株式の取得 △140 △125

当期変動額合計 △140 △125

当期末残高 △1,082 △1,207

株主資本合計

前期末残高 1,125,735 1,153,660

当期変動額

当期純利益 28,065 1,571

自己株式の取得 △140 △125

当期変動額合計 27,925 1,446

当期末残高 1,153,660 1,155,107

純資産合計

前期末残高 1,125,735 1,153,660

当期変動額

当期純利益 28,065 1,571

自己株式の取得 △140 △125

当期変動額合計 27,925 1,446

当期末残高 1,153,660 1,155,107
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 49,304 6,321

減価償却費 109,675 97,390

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,595 △28,130

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,493 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,641 △14,457

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 1,897

受取利息及び受取配当金 △2,995 △2,777

支払利息 5,963 4,425

固定資産除却損 250 －

売上債権の増減額（△は増加） 47,606 425,049

たな卸資産の増減額（△は増加） 22,196 △32,169

仕入債務の増減額（△は減少） △56,225 △315,735

その他 4,841 △37,504

小計 187,362 104,308

利息及び配当金の受取額 2,285 3,338

利息の支払額 △6,049 △4,369

法人税等の支払額 △34,237 △49,690

営業活動によるキャッシュ・フロー 149,359 53,586

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △106,535 △48,721

無形固定資産の取得による支出 △1,046 △1,727

貸付けによる支出 △1,000 △4,000

貸付金の回収による収入 1,120 870

預け金の増減額（△は増加） － △300,000

その他 296 1,480

投資活動によるキャッシュ・フロー △107,165 △352,098

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 200,000

長期借入金の返済による支出 △107,138 △85,872

リース債務の返済による支出 － △848

その他 △140 △125

財務活動によるキャッシュ・フロー △107,278 113,154

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △65,084 △185,357

現金及び現金同等物の期首残高 363,909 298,825

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 298,825

※
 113,467
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【重要な会計方針】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．　　　　　　　―――――――

　

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．　　　　　　　―――――――　

　

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法により算定） 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法により算定） 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準）

 　　当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が平

成20年３月31日以前に開始する事業年度に係る財務諸

表から適用できることになったことに伴い、同会計基

準を適用しております。

 　　これにより税引前当期純利益は、47,452千円減少して

おります。

　　 なお、当会計方針の変更が当下半期に行われたのは、

棚卸資産の評価に関する会計基準に係る受入準備が

当下半期に整ったことによります。そのため、当中間

期は従来の方法によっており、当中間期は変更後の方

法によった場合に比べ、税引前中間純利益は、47,361千

円多く計上されております。

　

 　

 

　

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　　10年～47年

機械及び装置　　　　　　　　　　　６年～16年

　工具・器具及び備品　　　　　　　　２年～20年

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　

　

　

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　　10年～47年

機械及び装置　　　　　　　　　　　６年～16年

　工具・器具及び備品　　　　　　　　２年～20年

(2）無形固定資産

　ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

―――――――

　

（3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に支給する賞与に充てるため、当期に負担す

べき支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

６．　　　　　　　―――――――

　

６．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法　

　繰延ヘッジ処理によっております。

なお、振当処理の要件を満たす為替予約については振

当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・為替予約

　ヘッジ対象・・・外貨建金銭債権債務及び予定取引

(3）ヘッジ方針　

　当社は内規に基づき、ヘッジ対象に係る為替変動リス

クを回避するためにデリバティブ取引を利用してお

り、単なる投機又は投機に類する目的でのデリバティ

ブ取引は行っておりません。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計とを比較し、両者の変動額の累計を基礎に

ヘッジ有効性を評価しております。

ただし、振当処理を行った為替予約取引については、有

効性の評価を省略しております。　

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資。

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　　　　　　　　　――――――― （リース取引に関する会計基準の適用）　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。

　なお、この変更が、当事業年度の営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響はありません。　　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　　　　　　　　　　―――――――　

　

（貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度に

おいて、「商品」「製品」として掲記されていたもの

は、当事業年度から「商品及び製品」と、また前事業年

度において、「原材料」「貯蔵品」として掲記されてい

たものは、当事業年度から「原材料及び貯蔵品」とそれ

ぞれ一括掲記しております。なお、当事業年度に含まれ

る「商品」「製品」「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ

154,496千円、86,687千円、106,803千円、6,605千円であり

ます。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度（平成20年３月31日現在） 当事業年度（平成21年３月31日現在）

※１．担保資産の設定状況 ※１．担保資産の設定状況

科目 帳簿価額（千円）

建物 178,911

構築物 4,668

機械及び装置 306,500

土地 215

計 490,295

科目 帳簿価額（千円）

建物 173,084

構築物 4,028

機械及び装置 270,141

土地 215

計 447,469

　上記については、長期借入金（一年内返済予定額を

含む）186,784千円と短期借入金70,000千円の担保と

して財団抵当に供しております。

　上記については、長期借入金（一年内返済予定額を

含む）300,912千円と短期借入金70,000千円の担保と

して財団抵当に供しております。

※２．関係会社に係わる注記 ※２．関係会社に係わる注記

売掛金          388,157千円

買掛金 285,747

売掛金        102,701千円

買掛金 48,759

　３．割引手形 　３．割引手形

　            100,001千円 　          98,882千円

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．他勘定への振替高の内訳 ※１．他勘定への振替高の内訳

振替先 商品の振替（千円） 製品の振替（千円）

原材料 － 116,787

見本費 － 1,843

雑費 207 －

特別損失 36,392 910

計 36,600 119,541

振替先 商品の振替（千円） 製品の振替（千円）

原材料 － 92,343

見本費 － 1,962

雑費 162 －

計 162 94,305

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、8,463千円であります。

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、8,542千円であります。

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．　　　　　　―――――――　

機械装置     19千円

工具・器具及び備品 231

　   

　  

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

商品売上高      107,998千円

製品売上高 1,822,100

その他事業収益 733

（賃貸収入）  

商品仕入高 123,605

当期製品製造原価 1,340,807

（原料仕入高）  

商品売上高  110,138千円

製品売上高 1,298,461

その他事業収益 911

（賃貸収入）  

商品仕入高 83,869

当期製品製造原価 866,503

（原料仕入高）  
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 13,000,000 － － 13,000,000

合計 13,000,000 － － 13,000,000

自己株式     

普通株式 6,966 1,506 － 8,472

合計 6,966 1,506 － 8,472

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,506株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 13,000,000 － － 13,000,000

合計 13,000,000 － － 13,000,000

自己株式     

普通株式 8,472 1,785 － 10,257

合計 8,472 1,785 － 10,257

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,785株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定   298,825千円

計    298,825千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物    298,825千円

現金及び預金勘定  113,467千円

計    113,467千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物    113,467千円
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――――

　

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　バッテリーフォークリフトであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

（有価証券関係）

１．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類
前事業年度（平成20年３月31日） 当事業年度（平成21年３月31日）

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

(1）その他有価証券   

非上場株式　 － 3,000

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項　

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――――

　

　

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、先物外国為

替予約取引（以下「為替予約取引」という）でありま

す。　

―――――――　

　

　

(2）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の為替の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。

―――――――

　

　

(3）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、商品売買、サービス提供等

の商取引における為替の変動リスクを回避する目的で

実需に応じて利用しております。　

　なお、デリバティブ取引を利用するに当たって、ヘッジ

会計を摘要しており、その方法等は重要な会計方針

「６．ヘッジ会計の方法」に記載のとおりであります。

―――――――

　

　

(4）取引に係るリスクの内容

　当社の利用するデリバティブ取引に付随するリスクに

は、市場リスクと信用リスクがあります。

　市場リスクでは、為替予約取引が為替相場の変動リス

クを有しております。

　また、信用リスクでは、取引相手の金融機関が債務不履

行に陥ることにより被る損失ですが、当社が取引してい

る金融機関は、格付けが高くこのようなリスクの発生が

ほとんどないと判断しております。　
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前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

―――――――

　

　

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引は、取締役会で決定した当社の内規

に基づいて行っております。

―――――――

　

　

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、ま

たは計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバ

ティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ

ん。　

２．取引の時価等に関する事項　

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）　

当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。　

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）　

期末残高がないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制

度を採用しております。

１．採用している退職給付制度の概要

同左

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △175,166千円

退職給付引当金 △175,166

退職給付債務 △147,035千円

退職給付引当金 △147,035

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

勤務費用       11,019千円

その他 3,747

退職給付費用合計 14,767

勤務費用       14,739千円

その他 4,885

退職給付費用合計 19,625

（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度（平成20年３月31日現在） 当事業年度（平成21年３月31日現在）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

賞与引当金      8,750千円

退職給付引当金 71,292

ゴルフ会員権 4,930

商品 21,142

その他 4,126

繰延税金資産　計 110,243

繰延税金資産の純額 110,243

繰延税金資産  

賞与引当金 2,866千円

退職給付引当金 59,843

ゴルフ会員権 4,930

商品 12,869

繰越欠損金 25,888

その他 1,515

繰延税金資産　計 107,914

繰延税金負債  

未収事業税 1,471

繰延税金負債　計 1,471

繰延税金資産の純額　 106,443

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率    40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9

住民税均等割 1.9

税額控除 △1.5

その他 △1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.1

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 19.4

住民税均等割 15.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 75.1

　  

　  

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（1）親会社等

属性
会社等の
名称

住所

資本金
又は出
資金

(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員
の兼
任等

事業上の
関係

親会社
ユニチカ

㈱

大阪市

中央区
23,798

繊維等の

製造加工

販売

（被所有）

直接

73.4％

間接

3.6％

兼任 

3名

樹脂の加

工販売等

製品等の販売 1,930,099 売掛金 388,157

賃貸収入 733
未収入

金
108

原料等の購入 1,464,413 立替金 538

手形割引高 463,425
買掛金 285,747

未払金 146

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方法等

　　営業に関する取引条件は、市場の実勢に基づき価格、決済条件等を決定しております。

　　　２．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　　３．上記手形割引取引から生じた当期末残高は100,001千円であります。

当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）　

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関

連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準摘要第13号　平成18年10月17日）を適用しており

ます。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引　

　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社　
ユニチカ㈱

　

大阪市

中央区
23,798

繊維等の

製造加工

販売　

（被所有）

　

　直接

73.4

　間接

3.6

樹脂の加工

販売等

製品等の販売

賃貸収入

原料等の購入

操業補償金

手形割引

1,408,599

911

950,373

16,250

455,080

売掛金

未収入金

　

買掛金

未収入金

　　

　　

102,701

124

48,759

17,062

 

　（イ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

ユニモア㈱

　

大阪市

中央区
50 貸金業 －

余剰資金の

預入

資金の預入

受取利息

870,000

2,564

預け金

未収入金

　

300,000

1,144

（注）１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針

　　　　　営業に関する取引条件は、市場の実勢に基づき価格、決済条件等を決定しております。

　　　３．上記（ア）手形割引取引から生じた当期末残高は98,882千円であります。

　　　４．上記（イ）資金の預入については、余剰資金を預入しております。

EDINET提出書類

寺田紡績株式会社(E00546)

有価証券報告書

39/51



２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

ユニチカ株式会社（株式会社大阪証券取引所、株式会社東京証券取引所に上場）

(2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額         88.80円

１株当たり当期純利益金額          2.16円

１株当たり純資産額    88.92円

１株当たり当期純利益金額       0.12円

１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

当期純利益  28,065千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益   28,065千円

期中平均株式数      12,992千株

当期純利益  1,571千円

普通株主に帰属しない金額 －千円

普通株式に係る当期純利益  1,571千円

期中平均株式数      12,990千株

　（注）　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

(1）有価証券

　該当事項はありません。

(2）投資有価証券

　投資有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載

を省略しております。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 627,263 2,911 － 630,174 405,145 11,357 225,029

構築物 36,670 － － 36,670 31,334 865 5,336

機械及び装置 1,104,783 41,180 5,774 1,140,189 870,048 77,250 270,141

車両及び運搬具 8,736 － 2,796 5,940 4,898 406 1,041

工具・器具及び備品 71,517 6,975 5,429 73,062 57,933 4,434 15,129

土地 75,322 － － 75,322 － － 75,322

リース資産 － 12,960 － 12,960 864 864 12,096

有形固定資産計 1,924,293 64,026 13,999 1,974,320 1,370,223 95,178 604,097

無形固定資産        

ソフトウェア 69,906 1,727 － 71,634 68,299 2,212 3,335

電話加入権 246 － － 246 － － 246

無形固定資産計 70,152 1,727 － 71,880 68,299 2,212 3,581

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置 

　

増加額（千円） 

　

２軸押出機の維持更新、品質向上対応分 34,471

シート成形機の維持更新、品質向上対応分　 3,961

リース資産 増加額（千円） バッテリーフォークリフトのリース 12,960

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 70,000 70,000 1.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 85,872 102,514 1.6 －

１年以内に返済予定のリース債務　 － 2,721 － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 100,912 198,398 1.9 平成26年３月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 － 10,038 － 平成25年12月　

その他有利子負債 － － － －

合計 256,784 383,671 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各事業年度に配分し

ているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は

以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 77,252 38,606 40,272 42,268

リース債務 2,721 2,721 2,721 1,873

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 500 2,397 － 500 2,397

賞与引当金 21,501 7,044 21,501 － 7,044

　（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率洗替によるものであります。

EDINET提出書類

寺田紡績株式会社(E00546)

有価証券報告書

42/51



（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 731

預金  

当座預金 109,975

普通預金 2,761

計 112,736

合計 113,467

②　受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

シャディ株式会社 35,100

ＫＩＳＣＯ株式会社 17,664

瀧定大阪株式会社 12,143

日繊商工株式会社 6,441

石塚化学産業株式会社 3,311

その他 32,903

合計 107,564

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成21年４月満期 27,818

５月満期 20,911

６月満期 39,800

７月満期 10,783

８月満期 4,107

９月以降満期 4,143

合計 107,564
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③　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

ユニチカ株式会社 102,701

ユニー株式会社 27,378

シャディ株式会社 20,631

プラマテルズ株式会社 19,959

山城繊維工業株式会社 10,895

その他 175,883

合計 357,448

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

725,189 3,081,835 3,449,576 357,448 90.6 64.1

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

④　商品及び製品

区分 金額（千円）

商品  

製品部門（タオル他） 154,496

小計 154,496

製品  

化成部門（樹脂他） 86,687

小計 86,687

合計 241,184

⑤　原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）

原材料  

化成部門（樹脂他） 106,803

小計 106,803

　貯蔵品  

化成部門（荷造材料他） 5,974

その他（作業服） 631

小計 6,605

合計 113,408
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⑥　預け金

相手先 金額（千円）

ユニモア株式会社 300,000

合計 300,000

⑦　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

山城繊維工業株式会社 34,583

ＮＢＣ株式会社 31,440

クリエイトインターナショナル株式会社 27,615

健一タオル工場 12,673

オーシーヴイージーアールピー産業株式会社 11,235

その他 40,253

合計 157,801

期日別内訳

期日 金額（千円）

平成21年４月満期 62,190

５月満期 42,785

６月満期 23,876

７月満期 28,948

８月満期 －

９月以降満期 －

合計 157,801

⑧　買掛金

相手先 金額（千円）

ユニチカ株式会社 48,759

ＮＢＣ株式会社 7,199

いづみ美術印刷株式会社 5,076

健一タオル工場 4,640

保吉タオル株式会社 3,130

その他 41,844

合計 110,650

⑨　長期借入金及び１年内返済長期借入金

区分 長期借入金（千円） １年内返済長期借入金（千円）

 株式会社三井住友銀行 90,008 44,024

 日本政策金融公庫 108,390 58,490

 合計 198,398 102,514
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⑩　退職給付引当金

区分 金額（千円）

退職給付債務 147,035

合計 147,035

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報

 
第１四半期

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

第２四半期
自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

第３四半期
自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

第４四半期
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

売上高 （千円） 853,392 840,962 737,038 504,120

税引前四半期純利益金

額
（千円） 20,183 20,472 △1,554 △32,780

四半期純利益金額 （千円） 11,282 11,590 △1,380 △19,920

１株当たり四半期純利

益金額
（円） 0.87 0.89 △0.11 △1.53
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所

（特別口座）

大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―――――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、産経新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社ホームページ（http://www.terabo.co.jp)に掲載してい

る。

株主に対する特典 なし

　　　（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当て

を受ける権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第91期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月30日近畿財務局長に提出

(2）四半期報告書及び確認書

（第92期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月13日近畿財務局長に提出

（第92期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月13日近畿財務局長に提出

（第92期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成20年６月27日

寺田紡績株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　紀昭　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　稔郎　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

寺田紡績株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第91期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、寺田紡績株式

会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　重要な会計方針　１.たな卸資産の評価基準及び評価方法に記載のとおり、会社は当事業年度から棚卸資産の評価に関する

会計基準が適用できることになったため、この会計基準を適用して財務諸表を作成している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

    

   平成21年６月11日

寺田紡績株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　紀昭　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊東　昌一　　印

     

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
寺田紡績株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第92期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、寺田紡績株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、寺田紡績株式会社の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、寺田紡績株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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